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第 32回 金融庁契約監視委員会の概要 

 

 

○開催日時：令和４年６月１４日（火）13時 30分～15時 10分 

 

○開催場所：中央合同庁舎第７号館西館 ９階 ９０５Ｂ会議室 

 

○出席者：赤松委員長、石島委員、大村委員 

 

○議題： 

（１）事務局説明 

金融庁における令和３年度下半期の契約状況について 

 

（２）契約担当者説明及び質疑応答 

   ① 令和４年公認会計士試験第 I回短答式試験に係る搬送等業務一式 

② 分散型金融システムのトラストチェーンにおける技術リスク等に関する研究一式 

③ 歳入金連携サーバとクラウドアプリ連携機能の構築（クラウドサービス設定）一式 

④ サンドボックス型標的型メール検知機能運用支援業務一式 

⑤ FSADB（仮称）に係る設計・開発等の調達支援業務一式 

⑥ 金融庁業務支援統合システムの金融機関からの提出先一元化に係る変更開発一式 

  

○主な審議内容 

 ・個別契約に係る審議 

質問・意見 説明 

 

①令和４年公認会計士試験第 I回短答式試

験に係る搬送等業務一式 

 ・どのような取組みにより複数者の応札

となったのか 

 

 

 

 

 

 

 

②分散型金融システムのトラストチェーン

における技術リスク等に関する研究一式 

 ・企画競争における企画書の評価内容は

どのようなものか 

 

 

 

 

・一者応札が続いている間においても、継続

して他の事業者へ声がけを行い、業務内

容の説明や見積書の作成をお願いするな

ど関係性の構築に努めていた。 

 また、仕様書に記載した業務内容につい

て、試験業務に影響のない範囲で要件を

緩和した結果、複数者の応札となった。 

 

 

 

 

・ブロックチェーン等の技術研究および

プロジェクトマネジメントの経験を有し

ていたこと、再委託先においても、ブロッ
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③歳入金連携サーバとクラウドアプリ連携

機能の構築（クラウドサービス設定）一

式 

 ・一者応札であったが、他者の応札が難

しかった理由について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・契約金額の妥当性について 

 

 

 

 

 

 

 

④サンドボックス型標的型メール検知機能

運用支援業務一式 

 ・一者応札が継続している理由について 

 

 

 

 

 

 

クチェーンも含めたＩＴに関する高い知

見や国外の有識者とのコネクションも有

していたことを評価した。また、これらが

的確に企画書に反映されていたことか

ら、今回の契約相手方との契約にいたっ

たもの。 

 

 

 

 

 

・当該案件について、入札の検討が十分にで

きるよう公告期間を長めに確保し、広く

周知した結果、３者から見積書の提出を

受けた。また、事前に調達仕様書について

意見をいただき、それを踏まえた仕様書

を作成した。加えて、業務内容の説明や入

札事前説明会を実施するなど、一者応札

改善に向けた取組みを行った。 

このうち２者からは提案書の提出を受

け、審査を行った。しかし、うち１者の提

案書の提出書類に不備があり不合格とな

ったことから、結果的に一者応札となっ

たもの。 

 

・１者が応札したものの、一般競争入札は不

落となったため、随意契約を前提とした交

渉を開始し、応札額減額を申し入れたとこ

ろ、予定価格の範囲内に収まる金額を提示

され契約締結に至ったことから、本件の契

約金額は妥当と認識している。 

 

 

 

 

・当該対策機器を導入した平成 29 年当時

は、最新技術を搭載した機器の運用に必

要となる知見を有した事業者が少なく、

一者応札となった。現在では、国内での導

入事例も増え、運用可能な事業者が増え

てきたことから、４者に見積書の作成を

依頼したが、うち２者は人員確保が困難
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 ・一者応札改善のための取組み状況につ

いて 

 

 

 

 

⑤FSADB（仮称）に係る設計・開発等の調達

支援業務一式 

・総合評価では、どのような項目を評価

したのか 

 

 

 

 

 

・低落札率となった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥金融庁業務支援統合システムの金融機関

からの提出先一元化に係る変更開発一

式 

・仕様書（変更開発の内容）について 

 

 

との理由により見積書の作成を辞退し

た。 

その後、一般競争入札を実施したところ、

前回の受託者が事業者側の事情により辞

退したため、結果として一者応札となっ

たが、前回とは異なる事業者が落札した

もの。 

 

・調達に当たっては、幅広く声かけを行い、

メールによる質問受付、オンラインによ

る入札説明会、希望者への資料開示を行

うなど、広く情報提供を実施した。 

 

 

 

 

・評価基準について「当庁の制度、業務及び

情報システムに対する理解度」、「プロジ

ェクトの計画能力、実施能力」、「本業務と

同種の業務の受注実績」、「その他の提案

事項（任意）」などの項目を設定し、３者

から提案された提案書を審査した。 

 

・市場調査として複数者から参考見積を徴

取し、適正な予定価格を設定したが、結果

として低い価格で応札され、低入札価格

調査の対象となった。このため、事業者に

聞き取り調査を行ったところ、調達仕様

書において求められている項目に対して

適切に見積もられており、出精値引きを

用いた入札価格となっていることから、

価格に関する問題はないものと認められ

た。競争性が働いた結果、低落札率となっ

たものと考えられる。 

 

 

 

 

 

・金融庁は金融機関から規制等に関わる各

種報告書を受領するシステムを保有して

いる。当該各種報告書は、業界内において
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・一者応募を改善するための取組み 

 

 

 

 

も同様の報告が求められており、金融機

関から二重に提出することを避けるた

め、当庁に提出された報告書類を必要に

応じて業界団体等に転送できるように機

能付加することが変更開発の目的であ

る。 

具体的には、当該システムのハードウェア

やソフトウェアの購入、報告書を転送する

機能の設計・開発、転送先定義のためのマ

スターデータの作成、連携にかかるテスト

等について、仕様書に記載をしている。 

 

・現行の事業者に優位性があると考えられ

たが、新規事業者が参入できないとまで

は言い切れないことから、現行開発業者

のほか３者に声をかけ、見積書の作成を

依頼した。しかし、「開発に向けた検討や

見積りについての体制が構築できない」、

「既存システムの仕様を理解した適切な

変更開発の実施が難しい」などの理由に

より、見積書の提出は困難との回答を得

た。 

引き続き、新規事業者が参入しやすくなる

よう、庁内有識者等の意見を仕様書に反映

させるとともに、早め早めに複数事業者に

声をかけ丁寧に説明し、（機密保持契約を

締結し）現行システムの設計情報等を開示

するなどの取組みを行うことにより、改善

を図っていきたい。 

 

以 上 


